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2010.2.15

猪木・手島法律事務所猪木・手島法律事務所猪木・手島法律事務所猪木・手島法律事務所

弁護士 猪 木 健 二弁護士 猪 木 健 二弁護士 猪 木 健 二弁護士 猪 木 健 二

□弁護士登録 平成４年４月□弁護士登録 平成４年４月□弁護士登録 平成４年４月□弁護士登録 平成４年４月

（登録番号 ）（登録番号 ）（登録番号 ）（登録番号 ）22432

□事務所設立 平成７年４月□事務所設立 平成７年４月□事務所設立 平成７年４月□事務所設立 平成７年４月

□主な経歴□主な経歴□主な経歴□主な経歴

岡山市生まれ岡山市生まれ岡山市生まれ岡山市生まれS39.07.03

芳泉高校卒芳泉高校卒芳泉高校卒芳泉高校卒S58.03

岡山大学法学部卒岡山大学法学部卒岡山大学法学部卒岡山大学法学部卒S62.03

司法試験合格司法試験合格司法試験合格司法試験合格H01

司法研修所入所司法研修所入所司法研修所入所司法研修所入所H02.04

弁護士登録弁護士登録弁護士登録弁護士登録H04.04

猪木法律事務所開設猪木法律事務所開設猪木法律事務所開設猪木法律事務所開設H07.04

岡山弁護士会住宅紛争審岡山弁護士会住宅紛争審岡山弁護士会住宅紛争審岡山弁護士会住宅紛争審H13.

査会・紛争処理委員査会・紛争処理委員査会・紛争処理委員査会・紛争処理委員

～ 岡山県建設工事紛争～ 岡山県建設工事紛争～ 岡山県建設工事紛争～ 岡山県建設工事紛争H14.02.01

審査委員審査委員審査委員審査委員

H17.04. H18.03～～～～

岡山弁護士会 副会長岡山弁護士会 副会長岡山弁護士会 副会長岡山弁護士会 副会長

H18.05. H21.04～～～～

日弁連 委員会委員日弁連 委員会委員日弁連 委員会委員日弁連 委員会委員ADR

～ 手島弁護士と事務所合～ 手島弁護士と事務所合～ 手島弁護士と事務所合～ 手島弁護士と事務所合H18.08.

併「猪木・手島法律事併「猪木・手島法律事併「猪木・手島法律事併「猪木・手島法律事

務所」に務所」に務所」に務所」に

はじめにはじめにはじめにはじめに■

動産売買の先取特権とい動産売買の先取特権とい動産売買の先取特権とい動産売買の先取特権とい

う言葉を聞いたことがありう言葉を聞いたことがありう言葉を聞いたことがありう言葉を聞いたことがあり

ますか。近時この権利の活ますか。近時この権利の活ますか。近時この権利の活ますか。近時この権利の活

用が注目されています。用が注目されています。用が注目されています。用が注目されています。

それは、動産取引の相手それは、動産取引の相手それは、動産取引の相手それは、動産取引の相手

方が倒産した場合に、いか方が倒産した場合に、いか方が倒産した場合に、いか方が倒産した場合に、いか

に効率よく債権回収するかに効率よく債権回収するかに効率よく債権回収するかに効率よく債権回収するか

と い う 問 題 意 識 に よ り まと い う 問 題 意 識 に よ り まと い う 問 題 意 識 に よ り まと い う 問 題 意 識 に よ り ま

す。す。す。す。

A B Cこ こでは、 → →こ こでは、 → →こ こでは、 → →こ こでは、 → →

へと動産が売却された段階へと動産が売却された段階へと動産が売却された段階へと動産が売却された段階

で が倒産、 からの相談で が倒産、 からの相談で が倒産、 からの相談で が倒産、 からの相談B A

という事例を想定して解説という事例を想定して解説という事例を想定して解説という事例を想定して解説

していきます。していきます。していきます。していきます。

動産売買の先取特権の動産売買の先取特権の動産売買の先取特権の動産売買の先取特権の■

手続きの概説手続きの概説手続きの概説手続きの概説

( )根拠規定( )根拠規定( )根拠規定( )根拠規定1

この権利は民法に規定さこの権利は民法に規定さこの権利は民法に規定さこの権利は民法に規定さ

311 5れています（民法 条れています（民法 条れています（民法 条れています（民法 条

号 。本来は当該売却動産号 。本来は当該売却動産号 。本来は当該売却動産号 。本来は当該売却動産））））

を差し押さえて優先的に代を差し押さえて優先的に代を差し押さえて優先的に代を差し押さえて優先的に代

金を回収できるという権利金を回収できるという権利金を回収できるという権利金を回収できるという権利

です。更に、 から へ動です。更に、 から へ動です。更に、 から へ動です。更に、 から へ動B C

産が転売され、もはや当該産が転売され、もはや当該産が転売され、もはや当該産が転売され、もはや当該

動 産 が の も と に 残 さ れ動 産 が の も と に 残 さ れ動 産 が の も と に 残 さ れ動 産 が の も と に 残 さ れB

ていない場合であっても、ていない場合であっても、ていない場合であっても、ていない場合であっても、

動産が形を変えた売掛債権動産が形を変えた売掛債権動産が形を変えた売掛債権動産が形を変えた売掛債権

に対して権利行使することに対して権利行使することに対して権利行使することに対して権利行使すること

ができます。これを物上代ができます。これを物上代ができます。これを物上代ができます。これを物上代

304位 と 言 い ま す （ 民 法位 と 言 い ま す （ 民 法位 と 言 い ま す （ 民 法位 と 言 い ま す （ 民 法

条 。条 。条 。条 。））））

( )具体的手順( )具体的手順( )具体的手順( )具体的手順2

具体的には、 が地方裁具体的には、 が地方裁具体的には、 が地方裁具体的には、 が地方裁A

B C判所に申立を行い、 の判所に申立を行い、 の判所に申立を行い、 の判所に申立を行い、 の

に対する売掛債権に対し債に対する売掛債権に対し債に対する売掛債権に対し債に対する売掛債権に対し債

権差押命令を出してもらう権差押命令を出してもらう権差押命令を出してもらう権差押命令を出してもらう

のです。これは、 が破産のです。これは、 が破産のです。これは、 が破産のです。これは、 が破産B

開始決定を受けた場合であ開始決定を受けた場合であ開始決定を受けた場合であ開始決定を受けた場合であ

っても可能です（最高裁判っても可能です（最高裁判っても可能です（最高裁判っても可能です（最高裁判

、、、、所昭和 年 月 日判決所昭和 年 月 日判決所昭和 年 月 日判決所昭和 年 月 日判決59 2 2

判例時報 。判例時報 。判例時報 。判例時報 。1113））））

裁判所による債権差し押裁判所による債権差し押裁判所による債権差し押裁判所による債権差し押

さえ命令は、 に送達されさえ命令は、 に送達されさえ命令は、 に送達されさえ命令は、 に送達されC

たときに効力が生じ（民事たときに効力が生じ（民事たときに効力が生じ（民事たときに効力が生じ（民事

執行法 条 項 、その執行法 条 項 、その執行法 条 項 、その執行法 条 項 、その145 4 ））））

後 が に支払っても債後 が に支払っても債後 が に支払っても債後 が に支払っても債C B

務の弁済としては認められ務の弁済としては認められ務の弁済としては認められ務の弁済としては認められ

ないことになります。ないことになります。ないことになります。ないことになります。

に差押命令が送達されに差押命令が送達されに差押命令が送達されに差押命令が送達されB

て１週間経過すれば、 はて１週間経過すれば、 はて１週間経過すれば、 はて１週間経過すれば、 はA

直 接 に 対 し 差 し 押 さ え直 接 に 対 し 差 し 押 さ え直 接 に 対 し 差 し 押 さ え直 接 に 対 し 差 し 押 さ えC

た債権を取り立てることがた債権を取り立てることがた債権を取り立てることがた債権を取り立てることが

できます。できます。できます。できます。

動産先取特権の効能動産先取特権の効能動産先取特権の効能動産先取特権の効能■■■■

が破産した場合、通常が破産した場合、通常が破産した場合、通常が破産した場合、通常B

の破産手続きの中で債権届の破産手続きの中で債権届の破産手続きの中で債権届の破産手続きの中で債権届

け出をして配当を得ていたけ出をして配当を得ていたけ出をして配当を得ていたけ出をして配当を得ていた

のでは、債権額の１割も満のでは、債権額の１割も満のでは、債権額の１割も満のでは、債権額の１割も満

たない回収しかできない場たない回収しかできない場たない回収しかできない場たない回収しかできない場

合もあり、最悪の場合は配合もあり、最悪の場合は配合もあり、最悪の場合は配合もあり、最悪の場合は配

当 ０ と い う 場 合 も あ り ま当 ０ と い う 場 合 も あ り ま当 ０ と い う 場 合 も あ り ま当 ０ と い う 場 合 も あ り ま

す。す。す。す。

これに対し、動産売買先これに対し、動産売買先これに対し、動産売買先これに対し、動産売買先

取特権が上手に利用できれ取特権が上手に利用できれ取特権が上手に利用できれ取特権が上手に利用できれ

ば、債権額満額の回収も可ば、債権額満額の回収も可ば、債権額満額の回収も可ば、債権額満額の回収も可
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能です。近時、この手続き能です。近時、この手続き能です。近時、この手続き能です。近時、この手続き

が注目されている理由はこが注目されている理由はこが注目されている理由はこが注目されている理由はこ

こにあります。こにあります。こにあります。こにあります。

動産売買先取特権に基動産売買先取特権に基動産売買先取特権に基動産売買先取特権に基■■■■

づく債権差押の申立の準備づく債権差押の申立の準備づく債権差押の申立の準備づく債権差押の申立の準備

では、動産売買先取特権では、動産売買先取特権では、動産売買先取特権では、動産売買先取特権

を有効に行使するためにはを有効に行使するためにはを有効に行使するためにはを有効に行使するためには

何を準備したらよいのでし何を準備したらよいのでし何を準備したらよいのでし何を準備したらよいのでし

ょうか。ょうか。ょうか。ょうか。

この点について詳細に報この点について詳細に報この点について詳細に報この点について詳細に報

告した文献が 号 「動告した文献が 号 「動告した文献が 号 「動告した文献が 号 「動�BL915

産売買先取特権の物上代位産売買先取特権の物上代位産売買先取特権の物上代位産売買先取特権の物上代位

に基づく債権差押手続の実に基づく債権差押手続の実に基づく債権差押手続の実に基づく債権差押手続の実

務 （弁護士中田朋子）で務 （弁護士中田朋子）で務 （弁護士中田朋子）で務 （弁護士中田朋子）で」」」」

す。詳細はこの文献に譲りす。詳細はこの文献に譲りす。詳細はこの文献に譲りす。詳細はこの文献に譲り

ますが、準備段階での注意ますが、準備段階での注意ますが、準備段階での注意ますが、準備段階での注意

事項は以下の事項となりま事項は以下の事項となりま事項は以下の事項となりま事項は以下の事項となりま

す。す。す。す。

( ) 継続的動産取引契約書( ) 継続的動産取引契約書( ) 継続的動産取引契約書( ) 継続的動産取引契約書1

を締結しておくことを締結しておくことを締結しておくことを締結しておくこと

この契約書には期限の利この契約書には期限の利この契約書には期限の利この契約書には期限の利

益 喪失事由 として、 ｢債務益 喪失事由 として、 ｢債務益 喪失事由 として、 ｢債務益 喪失事由 として、 ｢債務

者 ( )の破産申立通知」が者 ( )の破産申立通知」が者 ( )の破産申立通知」が者 ( )の破産申立通知」がB

記載されていることが望ま記載されていることが望ま記載されていることが望ま記載されていることが望ま

。 、。 、。 、。 、しいと言えます なぜならしいと言えます なぜならしいと言えます なぜならしいと言えます なぜなら

そうでないと、破産開始決そうでないと、破産開始決そうでないと、破産開始決そうでないと、破産開始決

定まで債務者は期限の利益定まで債務者は期限の利益定まで債務者は期限の利益定まで債務者は期限の利益

を有することになり動産売を有することになり動産売を有することになり動産売を有することになり動産売

買先取特権を行使できない買先取特権を行使できない買先取特権を行使できない買先取特権を行使できない

ことになってしまうからでことになってしまうからでことになってしまうからでことになってしまうからで

す。す。す。す。

( ) 申立に添付する証拠書( ) 申立に添付する証拠書( ) 申立に添付する証拠書( ) 申立に添付する証拠書2

類を整理しておくこと類を整理しておくこと類を整理しておくこと類を整理しておくこと

裁判所に提出することを裁判所に提出することを裁判所に提出することを裁判所に提出することを

要する主な証拠書類は以下要する主な証拠書類は以下要する主な証拠書類は以下要する主な証拠書類は以下

のとおりです。のとおりです。のとおりです。のとおりです。

・取引基本契約書・取引基本契約書・取引基本契約書・取引基本契約書

・発注書（単価や消費税に・発注書（単価や消費税に・発注書（単価や消費税に・発注書（単価や消費税に

ついての記載があることがついての記載があることがついての記載があることがついての記載があることが

望ましい）望ましい）望ましい）望ましい）

・納品書や請求書・納品書や請求書・納品書や請求書・納品書や請求書

・転売の事実を証明する発・転売の事実を証明する発・転売の事実を証明する発・転売の事実を証明する発

注書注書注書注書

・債務者作成の転売先への・債務者作成の転売先への・債務者作成の転売先への・債務者作成の転売先への

納品書納品書納品書納品書

・当該動産を転売先が受領・当該動産を転売先が受領・当該動産を転売先が受領・当該動産を転売先が受領

したことを証明する受領書したことを証明する受領書したことを証明する受領書したことを証明する受領書

（具体的には運送業者作成（具体的には運送業者作成（具体的には運送業者作成（具体的には運送業者作成

書類が想定されます）書類が想定されます）書類が想定されます）書類が想定されます）

・会社担当者の陳述書・会社担当者の陳述書・会社担当者の陳述書・会社担当者の陳述書

これは、他の証拠書類がこれは、他の証拠書類がこれは、他の証拠書類がこれは、他の証拠書類が

不充分な場合に特に必要と不充分な場合に特に必要と不充分な場合に特に必要と不充分な場合に特に必要と

なります。なります。なります。なります。

当事務所では、提出する当事務所では、提出する当事務所では、提出する当事務所では、提出する

証拠書類の整理と実情を説証拠書類の整理と実情を説証拠書類の整理と実情を説証拠書類の整理と実情を説

明するのに便利な定型の陳明するのに便利な定型の陳明するのに便利な定型の陳明するのに便利な定型の陳

述 書 用 紙 を 作 成 し て い ま述 書 用 紙 を 作 成 し て い ま述 書 用 紙 を 作 成 し て い ま述 書 用 紙 を 作 成 し て い ま

す。す。す。す。

( ) 申立書に添付する債権( ) 申立書に添付する債権( ) 申立書に添付する債権( ) 申立書に添付する債権3

一覧表の様式を理解して、一覧表の様式を理解して、一覧表の様式を理解して、一覧表の様式を理解して、

それに添うような債権表をそれに添うような債権表をそれに添うような債権表をそれに添うような債権表を

作成すること作成すること作成すること作成すること

これが、会社で作成されこれが、会社で作成されこれが、会社で作成されこれが、会社で作成され

ていれば、弁護士事務所でていれば、弁護士事務所でていれば、弁護士事務所でていれば、弁護士事務所で

は契約書のチェックだけでは契約書のチェックだけでは契約書のチェックだけでは契約書のチェックだけで

速やかに申立ができます。速やかに申立ができます。速やかに申立ができます。速やかに申立ができます。

製造物供給契約と動産製造物供給契約と動産製造物供給契約と動産製造物供給契約と動産■■■■

売買先取特権売買先取特権売買先取特権売買先取特権

ところで、動産の取引にところで、動産の取引にところで、動産の取引にところで、動産の取引に

は純粋な「売買」のケースは純粋な「売買」のケースは純粋な「売買」のケースは純粋な「売買」のケース

だけでなく、 社からの発だけでなく、 社からの発だけでなく、 社からの発だけでなく、 社からの発B

注を受け商品を製造し売り注を受け商品を製造し売り注を受け商品を製造し売り注を受け商品を製造し売り

渡すという「売買」と「請渡すという「売買」と「請渡すという「売買」と「請渡すという「売買」と「請

負」との混合契約もあり得負」との混合契約もあり得負」との混合契約もあり得負」との混合契約もあり得

るところです。このようなるところです。このようなるところです。このようなるところです。このような

場合にまで動産売買先取特場合にまで動産売買先取特場合にまで動産売買先取特場合にまで動産売買先取特

権の規定が準用できるか否権の規定が準用できるか否権の規定が準用できるか否権の規定が準用できるか否

かについて、事例の具体的かについて、事例の具体的かについて、事例の具体的かについて、事例の具体的

内容に応じて裁判例の結論内容に応じて裁判例の結論内容に応じて裁判例の結論内容に応じて裁判例の結論

は異なります。は異なります。は異なります。は異なります。

平成 年 月 日東京平成 年 月 日東京平成 年 月 日東京平成 年 月 日東京15 6 19

高裁決定は、①商品の汎用高裁決定は、①商品の汎用高裁決定は、①商品の汎用高裁決定は、①商品の汎用

性が制限されており、不代性が制限されており、不代性が制限されており、不代性が制限されており、不代

替物の供給という面が強い替物の供給という面が強い替物の供給という面が強い替物の供給という面が強い

点と、②相手方の信用状況点と、②相手方の信用状況点と、②相手方の信用状況点と、②相手方の信用状況

を確かめ得ないままに売買を確かめ得ないままに売買を確かめ得ないままに売買を確かめ得ないままに売買

したものではない点に着目したものではない点に着目したものではない点に着目したものではない点に着目

して動産売買先取特権の規して動産売買先取特権の規して動産売買先取特権の規して動産売買先取特権の規

定 の 準 用 を 否 定 し て い ま定 の 準 用 を 否 定 し て い ま定 の 準 用 を 否 定 し て い ま定 の 準 用 を 否 定 し て い ま

す。す。す。す。

12逆 に 、 東 京 高 裁 平 成逆 に 、 東 京 高 裁 平 成逆 に 、 東 京 高 裁 平 成逆 に 、 東 京 高 裁 平 成

年 月 日決定では、①年 月 日決定では、①年 月 日決定では、①年 月 日決定では、①3 17

に関し、作成に要した期間に関し、作成に要した期間に関し、作成に要した期間に関し、作成に要した期間

や労力、製品のオリジナルや労力、製品のオリジナルや労力、製品のオリジナルや労力、製品のオリジナル

性が少ないことなどを考慮性が少ないことなどを考慮性が少ないことなどを考慮性が少ないことなどを考慮

して請負的性格よりも売買して請負的性格よりも売買して請負的性格よりも売買して請負的性格よりも売買

的色彩が強いと判断したも的色彩が強いと判断したも的色彩が強いと判断したも的色彩が強いと判断したも

のがあります。のがあります。のがあります。のがあります。

動産売買先取特権が利用動産売買先取特権が利用動産売買先取特権が利用動産売買先取特権が利用

できるか否か実務的な見極できるか否か実務的な見極できるか否か実務的な見極できるか否か実務的な見極

めが重要となります。めが重要となります。めが重要となります。めが重要となります。

以 上 は 、 号 「 製以 上 は 、 号 「 製以 上 は 、 号 「 製以 上 は 、 号 「 製�BL900

造物供給契約に基づく代金造物供給契約に基づく代金造物供給契約に基づく代金造物供給契約に基づく代金

請求権に動産売買先取特権請求権に動産売買先取特権請求権に動産売買先取特権請求権に動産売買先取特権

（民法 条）は認められ（民法 条）は認められ（民法 条）は認められ（民法 条）は認められ322

るか （弁護士太田大三）るか （弁護士太田大三）るか （弁護士太田大三）るか （弁護士太田大三）」」」」

に紹介されているところでに紹介されているところでに紹介されているところでに紹介されているところで

す。す。す。す。

最後に最後に最後に最後に■■■■

賢 い 債 権 回 収 の た め に賢 い 債 権 回 収 の た め に賢 い 債 権 回 収 の た め に賢 い 債 権 回 収 の た め に

も、弁護士との日頃からのも、弁護士との日頃からのも、弁護士との日頃からのも、弁護士との日頃からの

連携をお勧めいたします。連携をお勧めいたします。連携をお勧めいたします。連携をお勧めいたします。

2010.2.15


